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地方公務員の雇用と年金の接続について 

 

国家公務員の雇用と年金の接続について、平成 25年３月 26日別紙のとおり閣議決定が行

われました。 

この閣議決定は、平成 25 年度以降、公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に

60 歳から 65 歳へと引き上げられることに伴い、無収入期間が発生しないよう国家公務員

の雇用と年金の接続を図るとともに、人事の新陳代謝を図り組織活力を維持しつつ職員の能

力を十分活用していくため、当面、定年退職する職員（勤務延長後退職する職員を含む。以

下同じ。）が公的年金の支給開始年齢（以下「年金支給開始年齢」という。）に達するまでの

間、再任用を希望する職員については再任用するものとすること等をその内容とするもので

す。 

地方公務員の雇用と年金を確実に接続するため、各地方公共団体において、この閣議決定

の趣旨を踏まえ、下記の事項に留意の上、能力・実績に基づく人事管理を推進しつつ、地方

の実情に応じて必要な措置を講ずるよう要請いたします。 

この旨、貴都道府県内の市区町村、一部事務組合等に対しても併せて周知されるようお願

いします。 

なお、本通知は地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術

的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 定年退職する職員が再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、退職日の翌日、地

方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 28条の４の規定に基づき、当該職員が年金支給

開始年齢に達するまで、常時勤務を要する職（以下「フルタイム職」という。）に当該職

員を再任用するものとすること。ただし、当該任命権者は、職員の年齢別構成の適正化を

図る観点から再任用を希望する職員をフルタイム職に再任用することが困難であると認

められる場合又は当該職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、当

該職員が年金支給開始年齢に達するまで、地方公務員法第 28 条の５の規定に基づき、短

殿 



                                                          

時間勤務の職に当該職員を再任用することができること。 

 

２ 国においては、再任用職員も含めた職員全体のモチベーションの維持向上と意欲と能力

のある人材の最大限の活用の観点から、能力・実績に基づく信賞必罰の人事管理を徹底す

るとともに、そのための環境を整備することとされたこと。これを踏まえ、各地方公共団

体においても、公正かつ客観的な人事評価システム等を活用し、また、これが未整備の地

方公共団体については、その構築に早急に取り組み、能力・実績に基づく人事管理の推進

を図られたいこと。再任用を希望する者が地方公務員法第 16条又は第 28条の規定に基づ

く欠格事由又は分限免職事由に該当する場合には、上記１は適用しないこと。 

 

３ 再任用制度の下、意欲と能力のある人材を、幅広い職域で最大限活用できるよう努める

とともに、職員が培ってきた多様な専門的知識や経験について、公務内で積極的に活用で

きる環境を整備することに留意いただきたいこと。また、加齢に伴う身体機能の低下が職

務遂行に支障を来すおそれがある職種に従事する職員については、その職務の特殊性を踏

まえた検討を行うことに留意いただきたいこと。 

 

４ 再任用制度が適切に運用されるよう、地方公共団体の長は任命権者間の調整や情報提供

に努められたいこと。また、地方公共団体の組合（一部事務組合、広域連合等）の職員の

再任用については、組合を組織する地方公共団体の任命権者において当該職員を再任用す

ることができるとする地方公務員法第 28 条の６の規定の活用を検討するなど、関係任命

権者間で必要な調整に努められたいこと。 

 

５ 多様な働き方を求める 60 歳を超える職員が、勤務時間以外の時間を活用して、希望す

る人生設計の実現に資するため、職員が培ってきた多様な専門的知識や経験を活かした活

動や新たな分野での活動を行うことを希望する場合には、公務の遂行等に支障が生じない

範囲内で適切な配慮を行うことに留意いただきたいこと。 

  再任用短時間勤務職員に対する営利企業等の従事の許可については、公務に支障を来し

たり、公務の信用を失墜させたりするなどのおそれがないよう十分留意しつつ、再任用短

時間勤務職員の勤務形態等を勘案して必要に応じ弾力的な運用を行うことが可能である

こと。 

なお、現役職員で高齢者部分休業制度（地方公務員法第 26 条の３第 1 項）の活用が可

能な職員については、加齢による諸事情への対応、地域ボランティア活動への従事など地

域貢献、若年層とのワークシェアリング等を想定した制度の趣旨を踏まえ、職員に対し当

該制度の周知を図られたいこと。 

 

６ 今般の閣議決定においては、国家公務員の再任用制度の活用状況を検証するとともに、

年金支給開始年齢の段階的な引上げの時期ごとに、公務の運営状況や民間企業における高

年齢者雇用確保措置の実施状況を勘案し、人事院の「定年を段階的に 65 歳に引き上げる



                                                          

ための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を踏まえつつ、段階的な定年の引上

げも含め雇用と年金の接続の在り方について改めて検討を行うこととされたこと。地方公

務員についても、再任用の実施状況を検証し、国家公務員に係る検討に合わせて、改めて

雇用と年金の接続の在り方について検討することとしていること。 

 

７ 地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）第２条第２項に規定する特定地方独立

行政法人に対しては、同法第６条第３項の設立団体において、雇用と年金の接続について

閣議決定及び本通知の趣旨を踏まえ、必要な措置を講ずるよう要請いただきたいこと。 

 

８ 現行の再任用制度（地方公務員法第 28条の４から第 28条の６まで）に関して、未だ条

例を制定していない団体においては速やかに制定を図られたいこと。 


